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GDP四半期速報をめぐる諸問題












































10 － 12 月期
2019 年
1 － 3 月
2019 年
4 － 6 月期 7－ 9月期
日本との差
（年間平均、日）
日本 2月 14 日 5 月 20 日 8 月 9 日 11 月 14 日 0.0
米国 1月 30 日 4 月 26 日 7 月 26 日 10 月 30 日 －17.0
英国 1月 28 日 5 月 10 日 8 月 9 日 11 月 11 日 －7.5
ドイツ 2月 14 日 5 月 15 日 8 月 14 日 11 月 14 日 0.0
フランス 1月 30 日 4 月 30 日 7 月 30 日 10 月 30 日 －15.0
イタリア 1月 31 日 4 月 30 日 7 月 31 日 10 月 31 日 －14.3
ユーロ圏 1月 31 日 4 月 30 日 7 月 31 日 10 月 31 日 －14.3
カナダ 3月 1日 5月 31 日 8 月 30 日 11 月 29 日 15.5


































二人以上世帯 → 二人以上世帯 ← 単身・総世帯を含む四半期結果










































































































2017年 7－ 9月期 1次QE以前 0.53 0.58
2017年 7－ 9月期 2次QE以降 0.31 15％程度 0.49 30％台前半





　需要側推計値は家計消費に関する国際的な分類基準（COICO：Classification of Individual 






















































跡見学園女子大学マネジメント学部紀要　第 29 号　2020 年 1 月 25 日
4．QE1 次推計から 2次推計への改定
　QEの改定幅は他の先進国に比べて大きい。改定幅が大きいと、景気判断を行うのに大きな障
害になる。QEの改定の具体的な数値に関しては飯塚（2017）が参考になる。2002 年 4‒6 月期か
ら 2015年 1‒3月期までの52四半期について実質GDP前期比伸び率の改定幅（絶対値の平均）を
みると、1次 QEから 2次 QEは 0.19％ポイント、1次 QEから確報（現在の第 1次年次推計）は
0.46％ポイント、2次 QEから確報が 0.38％ポイントとかなり大きいことがわかる。







　財務省は、「法人企業統計」の速報化を検討中だ（財務省　2017）。図表 8は、2016 年 7－9 月
期の設備投資を例にした早期化するスケジュールだ。1次 QEは 11 月 14 日、2次速報は 12 月 8
日だ。従来は、12 月 1 日に「法人企業統計」を公表し、2次 QEで反映していた。1次 QEに間
に合わせるためには、設備投資について、早期回収する必要がある。調査票の発送は 10 月 7 日
で、10 月下旬には調査票を回収する。11 月初旬に速報値として設備投資のみ発表し、11 月 14 日
の 1次 QEに間に合わせるという案である。調査票を早期に回収するには、すべての企業は難し
いので大企業に限ることが想定されている。ただ、法人企業統計速報（仮称）のデータと確報（仮







2016/11/14 1 次 QE公表
2016/11/22 調査票の回収締め切り
2016/12/1 確報（仮称）公表 2次 QE公表
2016/12/8



















































た。2018 年 10 月、国民経済計算体系的整備部会で改定の影響について内閣府が暫定分析の結果































分配側からの GDPも推計している。こうした生産、支出、分配 3つの四半期系列の集合を QNA

















































実質 名目 実質 名目 実質 名目
日本 ─ ─ ─ ─ 〇 〇
米国 〇 〇 △ 〇 〇 〇
英国 〇 △ △ 〇 〇 〇
フランス 〇 〇 ─ 〇 〇 〇
ドイツ △ 〇 ─ 〇 △ 〇
米国 〇 〇 △ 〇 〇 〇
カナダ 〇 ─ ─ 〇 〇 〇




日付 回数 提出資料 内容（生産側） 内容（分配側）









平成30年10月22日 12 ─ ─ ─
平成 31 年 1 月 25 日 13 ─ ─ ─
平成 31 年 2 月 19 日 14 生産側及び分配側 QNAの試算結果等
試算結果の発表 試算結果の発表































































公表に向けた動きは進んでいない。第 17 回国民経済計算体系的整備部会（2019 年 8 月 23 日）で
は、生産側 QNAの問題点として、暦年の付加価値率を四半期分割する際に、平均で均等に分割
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